
私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領の一部改正新旧対象表 

現   行 改 正 後 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領 

 

１～４  [略] 

 

５ 補助金の算定要素及び算定方法 

 

  [略] 

 

 （３） 特色ある幼児教育振興事業 

     要綱第２の５（３）に定める「特色ある幼児教育振興事業」（以下「幼児特色事業」という。）

は、当該年度に行う幼児教育の質の向上を図る特色ある取組として、次に掲げる措置を講じてい

る幼稚園等を設置する学校法人等に対し、次のとおり補助金を交付する。 

    ①  [略] 

    ② 補助対象となる取組 

      次に掲げる取組とする。 

     ア 伝統・文化等に関する教育の推進 

     イ 食育の推進 

     ウ キャリア教育等の推進 

     エ 体験活動の推進 

     オ 教育相談体制の整備 

     カ 子どもに向き合う環境の整備 

     キ 教育の国際化 

     ク 学校安全の推進 

     ケ 上記以外の幼児教育の質の向上を図る特色ある取組 

    ③ ～ ④ [略] 

 

６～７ [略] 

   

 

私立学校振興費（特色ある幼児教育等振興費）補助金事務取扱要領 

 

１～４  [略] 

 

５ 補助金の算定要素及び算定方法 

 

  [略] 

 

 （３） 特色ある幼児教育振興事業 

     要綱第２の５（３）に定める「特色ある幼児教育振興事業」（以下「幼児特色事業」という。）

は、当該年度に行う幼児教育の質の向上を図る特色ある取組として、次に掲げる措置を講じてい

る幼稚園等を設置する学校法人等に対し、次のとおり補助金を交付する。 

    ①  [略] 

    ② 補助対象となる取組 

      次に掲げる取組とする。 

     ア 次世代を担う人材育成の推進 

     イ 次期学習指導要領に向けた取組の促進 

     ウ 教育相談体制の整備 

     エ 職業・ボランティア・文化等の体験活動の推進 

     オ 健康・安全・食に関する教育の推進 

     カ チーム学校の推進（ア～オの取組に係るものは対象外） 

     キ 上記以外で幼児教育の質の向上を図る特色ある取組と認められる事業 

    ③ ～ ④ [略] 

 

 

 

６～７ [略] 

    

 



現   行 改 正 後 

   附 則 

 この要領は、平成28年１月４日から施行し、平成27年度の補助金から適用する。 

 

   附 則  

この要領は、平成28年４月27日から施行し、平成28年度の補助金から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成28年１月４日から施行し、平成27年度の補助金から適用する。 

 

   附 則  

この要領は、平成28年４月27日から施行し、平成28年度の補助金から適用する。 

 

附 則  

この要領は、平成30年２月22日から施行し、平成29年度の補助金から適用する。 

 

 

 



現   行 改 正 後 

  [略] 

（別紙３） 

年度 特色ある幼児教育振興費（特色ある幼児教育振興） 

事業計画（実績）調書 

 

  設置者名  

１ 事業に要する経費 園  名  

事業に要する経費 県補助金 法人負担金 施設類型  

 

円 

※１ 

円 

※２ 

円 

担当者職・ 

氏名 

 

 
２ 事業の内容及び経費の内訳 

特色ある取組区分 事業名 
事業の目

的・目標 
事業の内容 

事業に要

する経費 

経費の積算

内訳 
備考 

1 伝統・文化等に関 

する教育の推進 

   
円 

  

2 食育の推進    円   

3 キャリア教育等の

推進 

   
円   

4 体験活動の推進    円   

5 教育相談体制の整

備 

   
円   

6 子どもに向き合う

環境の整備 

   
円   

7 教育の国際化    円   

8 学校安全の推進    円   

9 上記以外の事業    円   

注１ ※１の県補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を、また、※２の法人負担金額については、

同じく事業実績調書提出時において「事業に要する経費」から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 

 

 ２ 事業計画調書には経費の積算の根拠資料（見積書、契約書又は人件費に係る法人規程等）を、事業実績調書に

は支出が確認できる書類（領収書等）を添付すること。 

 [略] 

（別紙３） 

年度 特色ある幼児教育振興費（特色ある幼児教育振興） 

事業計画（実績）調書 

 

  設置者名  

１ 事業に要する経費 園  名  

事業に要する経費 県補助金 法人負担金 施設類型  

 

円 

※１ 

円 

※２ 

円 

担当者職・ 

氏名 

 

 
２ 事業の内容及び経費の内訳 

特色ある取組区分 事業名 
事業の目

的・目標 
事業の内容 

事業に要

する経費 

経費の積算

内訳 
備考 

1 次世代を担う人材

育成の推進 

   
円 

  

2 次期学習指導要領

に向けた取組の促

進 

   

円 
  

3 教育相談体制の整

備 

   
円   

4 職業・ボランティ

ア・文化等の体験活

動の推進 

   

円 
  

5 健康・安全・食に関

する教育の推進 

   
円   

6 チーム学校の推進    円   

7 上記以外の事業    円   

注１ ※１の県補助金欄については、事業実績調書提出時に交付決定額を、また、※２の法人負担金額については、

同じく事業実績調書提出時において「事業に要する経費」から「県補助金」を差し引いた金額を記入すること。 

 

 ２ 事業計画調書には経費の積算の根拠資料（見積書、契約書又は人件費に係る法人規程等）を、事業実績調書に

は支出が確認できる書類（領収書等）を添付すること。 

 
 



 

現   行 改 正 後 

  [略] 

 

別紙５ 

収支予算（決算） 

                        学校法人等名            

                        園    名            

                             議決  年  月  日 

収入   支出    

科 目 金額 科 目 金額 

 

うち補助 

対象経費 
備考 

児童生徒等納付金収入  人件費支出   
役員報酬、退職金を

除く 

手数料収入   教育管理経費支出    

寄付金収入   借入金等利息支出    

補助金収入   借入金等返済支出    

 
私立学校振興費（特
色ある幼児教育等振
興費）補助金収入 

  
施設関係支出    

設備関係支出   車両費を除く 

 その他補助金収入   資産運用支出    

資産売却収入   その他の支出    

事業収入   （予備費）    

雑収入   資金調整勘定    

借入金等収入   次年度繰越支払資金    

前受金収入   計    

その他の収入   

  
 

資金収入調整勘定   

前年度繰越支払金   

   

計    

  

（注）議決前に補正予算額を記入する場合は理事長名の補正確約書（任意様式）を添付すること 

 

  [略] 

 

別紙５ 

収支予算（決算） 

                        学校法人等名            

                        園    名            

                             議決  年  月  日 

収入   支出    

科 目 金額 科 目 金額 

 

うち補助 

対象経費 
備考 

学生生徒等納付金収入  人件費支出   
役員報酬、退職金を

除く 

手数料収入   教育管理経費支出    

寄付金収入   借入金等利息支出    

補助金収入   借入金等返済支出    

 
私立学校振興費（特
色ある幼児教育等振
興費）補助金収入 

  
施設関係支出    

設備関係支出   車両費を除く 

 その他補助金収入   資産運用支出    

資産売却収入   その他の支出    

付随事業・収益事業収入   （予備費）    

受取利息・配当金収入   資金支出調整勘定    

雑収入   翌年度繰越支払資金    

借入金等収入   計    

前受金収入   

  

 
その他の収入   

資金収入調整勘定   

前年度繰越支払資金   

   
 

計   

（注）議決前に補正予算額を記入する場合は理事長名の補正確約書（任意様式）を添付すること 

 

摘

要 

改正理由等 

１ 国の補助金交付要綱の一部改正に伴う所要の改正 

２ 学校法人会計基準の資金収支計算書等に係る処理基準（記載科目）の改正に伴う所要の改正 


